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学位論文要旨

この論文は、アジア太平洋戦争期に展開した満州移民の送出要因を分析することにより、民衆が国

策に動員された背景を分析したものである。そこで､最大送出県である長野県を事例として考究した。

その結果、送出要因のうちで最も重要なものは、村内の「中心人物」「中堅人物」の存在と、地縁的

結合を媒介とする運動の展開ということであった。

これまで満州移民に関する研究は多岐にわたり、多くの蓄積を得るに至っている。移民の送出メカ

ニズムを分析した先行研究では、主として１つの行政村に対象を限定する形式をとっている。しかし

その結果、事例村と他町村との比較を欠くことになり、経済要因を論じる際に充分な説得力を持ち得

なかった。そこで、第１の課題として、郡市間および郡内町村間の経済情勢を横断的に比較すること

により、送出分布と経済統計の整合性を追求することにおいた。第２の課題は、多くの論者が、経済

要因の位置づけはともかく、送出の重要な柱として挙げている「農村中堅人物」についてである。長

野県の場合､移民計画の策定や実施には村長をはじめ村政の中核を担っていた層、いわば「中心人物」

が非常に重要な役割を果たしている。したがって、この「中心人物」と「中堅人物」が移民送出に如

何なる役割を果たし、民衆を国策への動員へと駆り立てたかについては、詳しく論じる必要がある。

この２点を主要な課題として、これを第２章で論じた。

この他にも、第３の課題として満蒙開拓青少年義勇軍の送出背景の分析を行った。義勇軍送出にお

ける運動の中核は教師たちであったことが様々な研究で明らかにされている。長野県の場合、各地の

教育会以上に信濃教育会が活発に義勇軍送出事業に参画しており、信濃教育会を抜きにしては長野県

の義勇軍送出の実態を明らかにできない。そこで、信濃教育会が義勇軍の送出に重要な役割を担うこ

ととなった背景を、事業の実態と共に明らかにすることを試みた。「中心人物」や「中堅人物｣、さら

には教師といった存在が主要な送出要因であるのならば、それを可能とならしめた歴史的条件は何で

あったのかが問題となる。長野県の近代史は、送出が全国一であることばかりに特徴があるわけでは

ない。運動史的には、青年団の自主化運動に代表される自治的、ひいては左翼的運動の激しかった地

域であり、昭和期に入り右翼的運動も盛んに行われている。経済史的には、1930年代の農村恐慌の

影響を最も強く受けた地域の一つであり、満州移民はその延長戦上にあるともいえる。そこで第４の
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課題は、本格的送出が始まる直前の1930年代前半における農村社会運動と教員運動の展開と弾圧が、

満州移民の送出にいかなる影響を与えたのかについての考察とした。信濃教育会を通じた義勇軍送出

の分析は第３章で、恐'慌下農村社会運動と開拓団送出の関係は第４章で扱った。

第１の課題については、郡市間および町村間の経済要因の横断的分析を行った結果、移民送出の地

域間格差を、矛盾なく説明しうるだけの経済的因果関係が無いとの結論を得た。一方で、満州移民の

盛んな地域を図示することにより（図ｌ)、これら地域が地理的に近接関係にあることから、送出の

論理として地縁的結合関係を土台とする「バスの論理」があること確認した。郡市別分析の結果を踏

まえた経済主因仮説①「零細農家が少なくかつ養蚕農家の家計水準が高い場合には移民が多く送出さ

れる」は町村別分析を通じて完全に棄却され、町村別分析により浮上した経済主因仮説②「耕地が狭

小であること」と経済主因仮説③「養蚕農家の家計が高水準であること」は高送出町村の傾向を表す

のみであり、仮説に合致する低送出町村の少なからぬ存在や仮説に合致しない高送出町村の存在を踏

まえれば、これらが送出の必要条件でも十分条件でもないことは明白である。一般的に窮乏を送出の

主因とする認識は誤りであるどころか、送出状況を合理的に説明し得る経済類型は存在せず、満州移

民の送出が経済的な要因に依らないことは明らかである。

第２の課題については、県内各地の４力村と１つの分郷開拓団の事例から、経済政策的としては限

界を有していた満州移民が､大陸政策としての性格を大きく打ち出すことで「展開」され､それには、

人的要因が強く影響を及ぼしていたことを例証した。それと同時に、送出の地域間格差は、移民を積

極的に推進した人物の存在を軸に、「バスの論理」が強く作用した結果により生み出されている可能

性が高いことを示した。南佐久郡大日向村や県下最大の送出地域であった下伊那郡の移民事業の展開

を分析すると、中心人物たちの有り様が移民送出の重要な要因であることは、もはや疑う余地もない。

彼らが送出の重要な要因となった背景は、一つに彼らの個人的資質、すなわち人望がある。もう一つ

の背景は、移民の実施段階において、中心人物の重要性が強く認識されていたことである。移民の推

進主体であった「中心人物」や「中堅人物」は、経済更生運動を通じて準備された。長野県で中心人

物の存在を要件としていた更生運動が最も盛んであったことは、県内各町村に多数の中心人物が存在

していたことを意味している。このことは、長野県が最大の満州移民送出県になったことと無縁では

ないだろう。

満州移民の展開地域を示した分布図は、移民が中心人物の存在を軸に展開されていたことを裏付け

るものである。満州移民は分村を積極的に実施した町村を中心にして、満州行きの「バスに乗りおく

れまい」という一種の競争心理が、「彼（あの村）が行くのなら自分も」という地縁的結合関係を背

景とした「バスの論理」によって、さながらドミノ倒しの如く近隣町村へと伝播・展開しているので

ある。この論理は、「中心人物」の有り様以上に、移民の送出分布に強い影響を与えることがある。

第３の課題については、義勇軍送出の最大の要因は、割当算定に関与した行政や信濃教育会と、義

勇軍勧誘の当事者である教員に求められることを示した。義勇隊員の応募動機の大半は教員による指

導であり、教員たちは意図的に農家の二三男を主たる対象として勧誘に当たった。一方、義勇軍送出

事業の中核を担った信濃教育会の関与には２つの背景があった。一つは、信濃教育会が伝統的に会是

としていた「海外発展」思想であり、もう一つの背景が、その満州への移殖民研究に着手しはじめた

時期に起こった「教育赤化事件」としての二・四事件である。事件の責任追求に直面したことにより、

信濃教育会は会を挙げての対策に乗り出していった。「赤化事件」対策は「海外発展」思想と融合し、

送出に必要な「移民熱」を燃え上げることを余儀なくした。こうした行動規範を有するに至った信濃

教育会が事業の中核をなしたことにより、長野県では、全国的な割当数を上回る目標を設定し全国一

の義勇軍送出県となったのである。

第４の課題については、長野県の社会運動に対する最大の弾圧事件であった二・四事件は、その後

の移民事業にも影響を及ぼしていると推察した。全社会的な国策追従的風潮は、事件によって促進さ

れ固定化された。二・四事件による検挙者数を基に考察する限りにおいて、分村実施村で恐'慌下の社
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会運動全般が低調であったわけでは必ずしもない。小作争議に代表される農民運動、ひいては広汎な

社会運動が恐』慌下に存在していても、満州移民事業は展開されている。これは即ち、二。四事件によ

る社会運動の徹底的な弾圧が、大日向村のような村内構造を全県的に作り出したことによって、恐慌

下の社会運動の存否に拘らず満州移民事業の展開が可能となったことを裏付けるものである。満州移

民事業は、農民運動の歴史と断絶する形で展開しているといえる。しかし、それは満州移民の展開と

恐'慌下社会運動とが無関係であることを意味しない。移民の推進の障壁となる社会運動が二・四事件

により壊滅させられたがゆえに､生きるために小作争議を繰り広げた農民の意識は､｢中心人物」や「中

堅人物」による移民推進論を通じて満州移民へと向けられ、その結果として、多くの長野県民が満州

移民に動員されたのである。

以上の分析結果から、長野県の満州移民送出における民衆動員の背景をまとめた。

経済更生策としての必然性が早くから失われていたにも拘らず、満州移民事業が敗戦に至るまで展

開し続けたのは､移民事業を持つもう一つの側面である大陸政策上の必要性のためであった。これは、

｢中心人物」や「中堅人物」など移民推進論者によって宣伝されたが、広く民衆一般に共有されてい

ることでもあった。大陸侵略の過程で多くの血が満州に流れ、「生命線」と満州を認識していったこ

とにより、民衆は満州侵略を正当化・必然化させていた。移民推進論者に限らず、民衆自身にも大陸

政策としての満州移民事業に参加する素地があったのである。そうした民衆の満州意識を鼓舞し、青

少年も含む民衆を移民へと駆り立てたのが中心人物たちである。彼らの活動は、社会運動弾圧によっ

て作り出された政治的な無風状態という社会構造を背景にしていた。こうして民衆は否応なしに国策

に動員され、その動員には地縁的結合関係を背景にした「バスの論理」が大きく作用したのである。
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図１：長野県開拓団の町村別送出分布図
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A1bstract

TheaimofthispaperistoclarifythesendingoutftlctorsofManchuriaemigrationwhichdevelopedfrom

l931,throughacasestudyofNaganoPrefecturewhichsentoutthebiggestｎｕｍｂｅｒofemigrantsfromJapan

Tbconclude,theimportantfactoroftheManchurianemigrationistheroleofmralelitesandthedevelopment

oflocalconnectionTheresearchesbynowalwaysfOcusedtooneadministrativevillage，andtheresearches

haslackedthecomparisonbetweenvillages・Thereforethesehavenotenoughpersuasionwhentheeconomic

factorsisdiscussed・Onthecontrary,thispaperclariflestheeconomicco-relationwithemigration,through

comparativeanalysisofalltownsandvillagesinNaganoPrefecture・

Afterexaminingtheexistingresearches,Ｉｄｅｃｉｄｅｄｔｏｆｏｃｕｓｏｎｔｗｏｍａｉｎｉｓｓｕｅｓ・Oneiswhetherthereis

strongrelationsbetweeneconomicfactorsandManchuriaemigration,andtheotheristheroleofruralelitesm

emigrationlveriiiedotherissues，ｔｏｏＯｎｅｉｓｔｈｅｂａｃｋｇｒｏｕｎｄｏｆ“Manmo-Kaitaku-Seisyonen-Giyugun
lP

(inSection3),andtheotheristherelationbetwee、left‐wingsociallnovementsinthefirsthalfofl930sand

Manchuriaemigration(inSection4）

IanalyzetwomainissuesinChaptcr2Aboutthefirstissue,Icomprehensivelyanalyzedtheeconomic

factorsthroughtownsandvillages,countriesandcities・Then,１９０ttheconclusionthatthereisnoconnection

betweeneconomicfactorsandManchuriaemigrationRather,ＩｆＯｕｎｄｔｈｅ“logicofnotmissingthebusfor

Manchuria，,，asthevillagesoftheManchuriaemigrationweregeographicallyconnected・

Aboutthesecondissue,Ianalyzedfivecases・Manchuriaemigrationmovementasaneconomicpolicyhad

thelimitintheexecution､TheManchuriaemigrationmovementwascalTiedoutnotascconomicpoliｃｙｂｕｔａｓ

ｐａｒｔｏｆｐｏｌｉｃｙｔｏｔｏｗａｒｄｎｏｒth-eastChinaMoreover,Iexplainedthedifferencesbetweensendinghighrate

emigrationvillagesandlowrateemigrationvillagesthroughthe“logicofnotmissingthebusfbrManchuria，，

whichwaspromotedbyruralelites．
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論文審査結果の要旨

本論文は、1938年頃から国策として本格化する満州開拓移民と、ソ満国境付近に配備された満蒙

開拓青少年義勇軍（以下、義勇軍と略）を最も多く送出した長野県をフィールドにして、いかなる要

因と条件の下で、こうした移民が送出されたかを本格的な調査・資料収集と堅実な実証作業をとうし

て考察したものである。

本論文のメリットは以下の５点に集約できる。第１は、開拓移民についての旧来の通説であった農

村の窮乏→移民という図式は成り立たないことを、最大送出県である長野県の郡市別・町村別の詳細

なデータを分析することによりあきらかにしたことである。また開拓移民が本格的に開始されるの

は、1938年以降で、日本の景気も回復し、農村でも労働力不足が問題となる時期であったことを指

摘したことも、窮乏→移民説が成り立たない論拠として重要である。第２は、開拓移民の推進に果た

した農村の「中心人物」「中堅人物」の役割の大きさを指摘したことである。長野県は満州移民を含

む農村経済更生運動のもっとも盛んな県であり､村の「中心人物｣｢中堅人物｣の活動も目立つ県であっ

ただけに、ここに焦点を当てたことは重要なことと考える。第３に、開拓移民の高送出町村は、地域

的にまとまっていることを「発見」したことである。これは、「中心人物」「中堅人物」が主として地

縁を頼って農民達を開拓移民に動員したことを示しており、本論文の説得力を増したと評価できる。

第４は、義勇軍の送出に果たした信濃教育会とその傘下の教員の役割が大きかったことを踏まえ、次

のような分析を行った点である。すなわち、信濃教育会が、1933年の左翼弾圧事件である「教員赤

化事件」以後、地域右翼の攻撃を受ける中で「転向」し、「蹟罪」の証として義勇軍の送出に力を入

れたという分析は、本論文の功績といってよい。第５は、この1933年に長野県で行われた二・四事

件という農民運動･教員運動に対する弾圧が､開拓移民と義勇軍を送出する上での「障碍」を取り去り、

国策としての満州移民を容易にしたことをあきらかにしたことである。左翼運動弾圧が長野県を最大

の満州移民送出県としたという理解は説得力がある。

一方、本論文には以上に述べたメリットと共に、以下のような残された課題もあることを指摘して

おきたい。その第１は、窮乏→移民説が成り立たないにしても、論文の中で示されている大日向村・

上郷村などの事例をみれば、村内の下層から開拓移民に参加している事実は否定できないのであり、

このことをどう論理の中に取り込むかは大きな課題と思われる。第２の課題は、長野県で発見した満

州移民の「論理」はどこまで一般化できるかという問題である。第３の課題は、義勇軍の送出に果た

した教師の役割を問題にする場合、当時の教師がおかれた経済的・思想的状況についてより深く追求

すべきであると思われることである。

以上のような課題があるにしても、本論文は通説批判を意識した新鮮な分析であるという評価を変

えるものではなく、審査委員会は全員一致で、本論文が本研究科の博士（経済学）を授与するに十分

な価値を持つものであることを確認した。

－２８－


